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研究成果の概要（和文）：本研究では，中高齢者の健康関連QOL向上に対する運動教室の関連性を検討した．対象者は
中高齢者54名であった．おおよそ11週間にわたる運動指導の前後で健康関連QOLと体力を測定した．運動教室と健康関
連QOLの関連は，運動教室参加が直接的に健康関連QOLを向上させるモデル（モデル1），運動教室参加は，身体機能の
向上を介して健康関連QOLを向上させるモデル（モデル2）を比較検討した．その結果，モデル1の方がモデル2よりも高
い適合度を示し，モデル2においても身体機能の向上を介した効果に有意性は認められなかった．したがって，運動教
室参加は直接的に健康関連QOLを向上させることが示唆された．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to examine association of physical activity programs
 to improvement of health related QOL. Fifty-four middle-aged and elderly people participated in the study
. Before and after 11-week physical activity programs, health related QOL and physical fitness of the part
icipants were measured. Association of physical activity programs to improvement of health related QOL wer
e examined by comparing a model that physical activity programs improve health related QOL directly (model
 1) with other model that the programs improve health related QOL through physical fitness improvement. A 
result of analyses revealed that the model 1 showed better the fit of successive models than the model 2. 
In addition, there was no significant effect of physical fitness improvement on improvement of health rela
ted QOL in the model 2. Therefore, these results show that participation to the physical activity program 
directly improves health related QOL.
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１．研究開始当初の背景 
 2010 年の日本の高齢化率はおおよそ 23%
（総務省・統計局データ）となり，超高齢社
会となっている（2013 年現在 25.0%）．超高
齢社会において，介護が必要な高齢者の増加
は深刻な社会問題となっている．介護が必要
になった主な原因には，脳血管疾患（25.7%）
が挙げられる（厚生労働省）．福祉・介護サ
ービスの量的および質的向上が必要である
と同時に，脳血管疾患などの生活習慣病を予
防し，一生涯にわたって自立した生活を目指
すことが重要である．また，介護者の生活に
対する満足度・生活の質（Quality of life：QOL）
は，被介護者の QOL と関連するという報告
もみられ（北宮，2006），高齢者に限らず，
国民全体の QOL を高めることが健康づくり
の重要な課題となっている． 
  身体活動量の増加は，生活習慣病の発症
率を低下させ（Blair, 1993），心理的あるいは
精神的健康状態にも良好な効果を有するこ
と（Fox，1999），一過性の身体活動であって
も脳の認知機能を向上させること，などがこ
れまでに報告されている．また，近年では，
高齢者の健康に関連する QOL（健康関連
QOL）は身体機能（体力）の水準と正の相関
関係を有すること（中村ら，2008）も報告さ
れている  
 以上の先行研究の結果を総合的に考慮す
ると，身体活動量の増加（運動の実施）が健
康関連QOLを向上させるメカニズムとして，
運動の実施→QOL の向上という直接的関係
と運動の実施→身体機能の向上→QOL の向
上という間接的関係の２つ可能性が考えら
れる．高橋と鈴木（2010）は，ある運動教室
に参加する中高齢者の健康関連 QOL 向上に
対する運動教室の直接的効果は身体的機能
の向上を介する間接的効果よりも大きいこ
とを報告した．この結果は，運動教室に参加
すること自体が健康関連 QOL の向上につな
がるという因果関係を示唆している．運動教
室に参加することにより，新しい友人の獲得
（運動教室の参加者同士），多世代の人間関
係の構築（運動指導員である若年成人と運動
教室参加者である中高齢者），外出頻度の増
加，などのライフスタイルの変化（社会関係
資本の醸成）が運動→健康関連 QOL の直接
的効果に反映された可能性がある．  
 
２．研究の目的 
 運動の実施形態→ライフスタイルの変化
→健康関連 QOL の向上，という関係が一般
化されれば，地域で行われる転倒予防教室や
介護予防教室などの取り組みに対して重要
な知見を提供できるだろう．すなわち，実施
される運動プログラムの身体機能に対する
効果ばかりではなく，好ましいライフスタイ
ルの変化を向上させる要因を考慮した運動
プログラムの提供が可能となる．しかしなが
ら，上述の研究成果は単一の運動教室の成果
に限定されており，研究成果の一般化のため

には複数の運動教室を標本に加えた検討が
必要である．そこで，本研究ではさまざまな
実施形態で運営されている運動教室を分析
に加え，QOL向上と運動教室の関連性を検討
することを目的とした． 
 
３．研究の方法 
（1）対象者 
 本研究では，1）指導経験の豊富な指導者
が集団を指導する運動教室（集団指導タイ
プ），2）複数の指導者が個別に指導する運動
教室（個別指導タイプ），3）健康・身体活動
に関する講義を受講し，運動の実践は個人で
行った統制群，の異なる３つの教室を設定し
た．集団指導タイプ，個別指導タイプの教室
は地域（仙台市泉区）での商業施設，運動施
設で広報資料の配付等により募集された．一
方，統制群の対象者は町内会（仙台市泉区南
中山地区）を介して，募集された．全ての対
象者に研究意義，研究参加によるメリット・
デメリット等を口頭および書面で説明し，研
究参加の同意を得た．表 1は，教室参加時点
での各教室における対象者数および対象者
の特性を示している． 

 
 

 
 
 
 

 
（2）研究プロトコルおよび測定項目 
 すべての運動教室において教室参加時点
での，形態（身長，体重，体脂肪率，腹囲），
体力（握力，上体起こし，長座体前屈，開眼
片足立ち，10 m 障害物歩行，6 分間歩行），
健康関連 QOL（WHO QOL26）を測定した．
その後，集団指導タイプと個別指導タイプで
は，週 1 回の頻度で 10 週間の運動指導を公
共スポーツ施設で行った．統制群では，1 週
目に健康と身体活動に関する講義を受講し，
2・3週目に自宅で可能な運動プログラムを実
技により指導され，7 週間自宅でトレーニン
グするよう指示をした．各運動教室終了時点
で，参加時点と同様の測定を行った． 
 集団指導タイプでのトレーニングメニュ
ーは，ウォーミングアップ（静的ストレッチ
と中強度の動的ストレッチ：20 分），主運動
（ウォーキング 20 分，ゴムバンド・バラン
スボールを使用した軽負荷レジスタンスト
レーニング：40 分），クールダウン（ストレ
ッチ：10分）であった．個別指導タイプでの
トレーニング内容は，各指導者が対象者の特
性（形態，体力および QOL）を検討し，各対
象者について個別の目標を設定し，トレーニ
ングメニューを作成・指導した．そのため，
ウォーミングアップとクールダウンは集団
指導タイプと同様であったが，主運動は対象



者によって異なっていた．統制群では，2・3
週目で静的および動的ストレッチ，ウォーキ
ング，ゴムバンドを使用した軽負荷レジスタ
ンストレーニングに関する指導を受け，7 週
間自宅で個別にトレーニングを行うように
指示を受けた．トレーニング支援として，ゴ
ムバンドおよび指導したトレーニングメニ
ューの動画を収録した DVD を配布した．ま
た，全ての教室において，加速度センサ搭載
の身体活動量計（Lifecorder Plus あるいは
Lifecorder GP，スズケン社製）を貸し出し，
「1 日 1 万歩」の目標を達成するように指導
した． 
 各測定項目について，体重および体脂肪率
は多周波インピーダンス計（タニタ社製，
MC-190）により測定した．腹囲は験者が布製
メジャーにより測定した．体力テストの 6項
目については，文部科学省新体力テスト
65-74 歳対象の実施手順に準拠して，測定し
た．健康関連 QOLはWHO編纂の「QOL26」
（金子書房）により測定した．QOL26は，計
26 項目の質問により構成され，全体的 QOL
と 4つの下位領域（身体的領域，心理的領域，
社会的関係，環境）を 1-5 点で評価する尺度
であるが，本研究では，全体的 QOL に関す
る 2項目，社会的関係に関する 1項目（性生
活に関する質問）を除外し，4 つの下位領域
の平均値を求め，健康関連 QOLを 0-100点で
評価した． 
 
（3）統計解析 
 教室参加時点での健康関連 QOL に関する
形態と体力の関係性を年齢と性を制御変数
とする偏相関分析により検討した．次ぎに，
形態と体力に対する効果を運動教室参加の
効果を検討するために，年齢と性を共変量，
運動教室にネストされた被験者を変量効果
とするモデルを混合モデルにより分析した． 
 教室参加時点で健康関連 QOL に有意に関
連し，教室参加前後で有意な変化が見られ変
数に注目し，健康関連 QOL の変化に対する
運動教室の直接的および間接的効果は２つ
のモデルを比較することにより検討した．モ
デル 1 は健康関連 QOL に対して運動教室参
加のみが影響するモデルであり，モデル２は，
運動参加→身体機能の向上→健康関連 QOL
の向上を仮定したモデルである． 
モデル 1： 
健康関連 QOL = 一般平均 + 運動教室の主

効果(前, 後) + 年齢(共変量) + 性
(男, 女) + 被験者(運動教室のタ
イプ) + 誤差 

モデル 2： 
健康関連 QOL = 一般平均 + 運動教室 (前, 

後) + 身体機能 + 身体機能･運動
教室 + 年齢(共変量) + 性(男, 女) 
+ 被験者(運動教室のタイプ) + 
誤差 

上記の２つのモデルにおいて，モデル 1とモ
デル 2のモデル適合度（AIC，BIC）および回

帰係数を比較し，運動教室の健康関連 QOL
向上に関する効果を検討した．モデル 2の適
合度が高く（小さい AIC，BIC），身体機能と
運動教室の交互作用（身体機能･運動教室）
が有意だった場合，運動教室→身体機能の向
上→健康関連 QOL の向上という間接的効果
の影響が明らかとなる． 
 
４．研究成果 
（1）教室参加時点の QOLに対する形態と体
力の関連 

 健康関連 QOL に対して有意な偏相関係数
（partial correlation coefficient: pr）を示したの
は，上体起こし（pr = 0.35, P = 0.012）のみで
あった． その他の項目に有意な相関関係は
認められなかった（|pr| < 0.13，P ≥ 0.377）． 
 
（2）運動教室の効果 
 運動教室参加後の測定を欠席した対象者
は，個別指導タイプで女性 2名，集団指導タ
イプで欠席なし，統制群では女性 4名であっ
た．集団指導タイプと個別指導タイプにおけ
る教室開催期間 10 週間の対象者の教室参加
率はおおよそ 87%であった．また，統制群で
は 7 週間の自宅でのトレーニング期間では
「週 3日は運動を実施した」者が 90%であっ
た．以上の結果より，運動教室参加後の測定
を行った対象者を分析対象とした．  
 表 2は運動教室参加前後の形態と体力項目
の周辺平均（標準誤差），および運動教室の
効果を示している．腹囲，上体起こし，長座
体前屈，10m 障害物歩行，6 分間歩行で有意
な向上が認められた． 

 
 
（3）QOL に対する運動教室の直接的効果と
間接的効果 

 運動教室参加時点での健康関連 QOL に対
する形態および体力の関連性および運動教
室の効果が反映されている程度を考慮し，モ
デル 2に投入する身体機能の変数を上体起こ
しとした．表 3は，モデル 1とモデル 2のモ
デル適合度および係数を示している．モデル



1 とモデル 2 の適合度を比較すると，AIC と
BICのいずれもモデル 1がモデル 2よりも小
さい値を示した．また，モデル 2においても，
身体機能（上体起こし）の主効果および交互
作用（運動教室･上体起こし）に有意性は認
められなかった． 
 

 
 
 

 
 以上の結果より，運動教室のタイプの違い
を考慮しても，中高齢者の健康関連 QOL に
対する運動教室参加の効果は身体機能の向
上と関連しない可能性があり，運動教室参加
自体に QOL を高める効果があることが示唆
された．健康関連 QOL が主観的な評価尺度
であること，身体活動が肯定的感情
（Ekkekakis and Petruzzello, 11999; Paluska and 
Schwenk, 2000）を高めることや抑うつ症状の
軽減に効果があること（Thirlaway and Benton, 
1992）を考慮すると，運動教室参加による身
体活動の増加が健康関連 QOL を向上させた
可能性がある． 
 また，近年では，地域コミュニティが QOL
に与える効果に関する研究も多くなされて
おり，地域コミュニティへ参加する者ほど心
身の健康状態が高いことが知られている
（Kondo et al., 2007; Kawachi et al., 2008; 
Hamano et al., 2010）．特に，趣味やスポーツ
などを核にしたコミュニティは町内会など
のコミュニティよりも精神的健康に効果を
有することが報告されている．運動教室を地
域コミュニティのひとつとして考えると，背
景で述べたような，友人の獲得，多世代の人
間関係の構築（運動指導員である若年成人と
運動教室参加者である中高齢者）などのライ
フスタイルの変化（社会関係資本の醸成）が
今回の結果の原因にある可能性もある．以上
のことから，地域でアクセスしやすい運動教
室の在り方は様々であると考えられるが，ど
のような運営形態であっても運動教室への
参加は直接的に中高齢者の健康関連 QOL を
向上させることが示唆された． 
 
（4）限界 
 本研究ではタイプのことなる運動教室（集
団指導タイプ，個別指導タイプ，統制群）を
設定し，健康関連 QOL に対する運動教室の
効果を検討した．本研究の結果では，運動教
室のタイプの違いを考慮した上でも，運動教
室参加自体が QOL を向上させるという結果
を得た．一方で，本研究の手続きには考慮し
なければならない限界が幾つかある．そのひ
とつとして，本研究で設定したタイプの異な

る運動教室はいずれも多くの体力要素を向
上させていた点である．集団指導タイプ，個
別指導タイプばかりではなく，統制群におい
ても有意な体力要素の向上が認められた．そ
の原因として，統制群の対象者は，既存の地
域コミュニティ（町内会）を介して，募集さ
れたことが考えられる．前述の通り，地域コ
ミュニティに参加する住民は参加しない住
民よりも精神的健康に優れるという報告も
ある（Hamano et al., 2010）．また，統制群の
大部分が「週 3日は運動を実施した」と回答
していること，トレーニング期間終了時点で
の測定欠席者が 4名と他の条件よりも多いこ
と，などから統制群の結果には選択バイアス
が混入していた可能性が高い．もし，運動教
室参加により形態および体力要素に全くの
改善が認められない集団があった場合，本研
究と同様の結果が得られるかどうかは定か
ではない．今後は，無作為化対象比較試験な
どの統制レベルの高い研究計画で，運動教室
の健康関連 QOL 向上に対するメカニズムを
検討する必要がある． 
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